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COVID-19による税務署業務の制限（アップデート） 
 

2020年 3月 15日、国税総局は、2020年 3月 16日から同年 4月 5日までの

期間を対象とした COVID-19の感染拡大防止のための措置を規定した国税総局

通達 No.SE-13/PJ/2020（以下 SE-13）を公布しました。SE-13の詳細はの

TaxFlash No.04/2020をご参照ください。 

 

2020年 4月 2日、国税総局は SE-13で規定する COVID-19感染拡大防止期

間を延長するために、追加の通達 No.SE-21/PJ/2020を公布し、当該期間を

2020年 4月 21日までとしました。結果として、当該期日まで、税務署での直接

対面を要する業務が制限されることになります。 

 
 

COVID-19による税務裁判所業務の制限（アップデート） 
 

2020年 3月 16日及び 18日、税務裁判所は政府による COVID-19封じ込め対

策の一環として、感染拡大防止期間中における裁判所業務を停止することを規定

した通達 No.SE-01/PP/2020（SE-01）及び SE-02/PP/2020（SE-02）を公布し

ました。これらの通達の詳細は TaxFlash No.05/2020 及び TaxFlash 

No.06/2020 をご参照ください。 

 

2020年 4月 2日、税務裁判所は追加の通達 No.SE-03/PP/2020（SE-03）を

公布し、下記のとおり追加規定の詳細を明確にしました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

____________________ 

COVID-19による税務署

業務の制限（アップデート） 
P1 

 

COVID-19による税務裁
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ート） P1 
 

COVID-19関連の税務優

遇措置 – 実施細則 P3 

____________________ 

https://www.pwc.com/id/en/taxflash/assets/japanese/2020/taxflash-2020-04-jpn.pdf
https://www.pwc.com/id/en/taxflash/assets/japanese/2020/taxflash-2020-05-jpn.pdf
https://www.pwc.com/id/en/taxflash/assets/japanese/2020/taxflash-2020-06-jpn.pdf
https://www.pwc.com/id/en/taxflash/assets/japanese/2020/taxflash-2020-06-jpn.pdf
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1. 感染拡大防止期間の延長 

 

SE-03では感染拡大防止期間を 2020年 4月 21日まで延長しています。こ

の期間は政府の今後の評価に基づき調整される場合があります。 

 

2. 税務裁判所による審理 

 

感染拡大防止期間中に予定されていた全ての審理は延期されます。延期の

決定は、電子的手段を通じて各当事者に通知されます。 

 

3. 感染拡大防止期間中における控訴申請の提出に関する規定の明確化 

 

a) 控訴（Appeal/Banding）申請を税務裁判所に直接提出する場合 

 

感染拡大防止期間は、法律 2002年第 14号（税務裁判所法）第 35条 2 

項で規定される申請提出期限の加算対象とはなりません。SE-03では、控

訴の申請提出期限日が 2020年 3月 17日から同年 4月 21日に該当す

る場合、裁判所業務停止日数に従い、その提出期限が 36日間延長され

ることを明確にしています。例えば、当初の提出期限日が 2020年 4月 21

日であった場合、期限日は 36日間延長され、2020年 5月 27日に再設

定されます。 

 

b) 郵便による控訴申請の提出 

  

郵便による申請の提出は、現行の税務裁判所法の規定に準拠します。 

 

4. 感染拡大防止期間中に提起された訴訟に関する規定の明確化 

 

a) 訴訟（Lawsuit/Gugatan）を税務裁判所に直接提起する場合 

 

この場合、税務裁判所法第 40条 4項及び 5項の規定に従います。これ

らの規定では、原告の能力を超える状況により期限内に訴訟を提起できな

い場合、その期限日は当該状況が終了した時点から起算して 14日間延

長されるとされています。この解釈に基づき、提訴の期限は感染拡大防止

期間終了時から起算して 14日間であるとすることができます。従って、提

訴の期限日が 2020年 3月 17日から同年 4月 21日までのいずれかに

該当する場合、当該の期限日は 2020年 5月 5日まで延長されることに

なります。 

 

b) 郵便による訴訟の提起 

 

郵便による提出期限は、控訴の場合と同様に現行の税務裁判所法の規定

に準拠します。 
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5. 税務裁判所の準備及び審理の時間制限に関する規定の明確化 

 

感染拡大防止期間は、下記の時間制限の起算には加えられません: 

• 控訴の申請の受理から裁判官が審理を開始するまでの期間の上限を 6ヶ

月と定める制限 

• 訴訟の提起の受理から裁判官が審理を開始するまでの期間の上限を 3ヶ

月と定める制限 

• 控訴の申請の受理から裁判官が通常審理（特定条件下では最長で 3ヶ月

延長ができる）の裁決を行うまでの期間の上限を 12ヶ月と定める制限 

• 訴訟の提起の受理から裁判官が通常審理（特定条件下では最長で 3ヶ月

延長ができる）の裁決を行うまでの期間の上限を 6ヶ月と定める制限 

• 税務裁判所法第 82条で規定される迅速審理（Sidang Acara Cepat）にて

裁判官が裁決するまでの期限を 30日間と定める制限 

 

6. ヘルプデスクサービス 

 

控訴、訴訟又は司法審査の要求（Judicial Review Request/Peninjauan 

Kembali）の受理並びに全ての情報サービス及びヘルプデスクを通じたその

他の文書の提出（直接提出）は、感染拡大防止期間中は停止されます。当該

期間中、納税者は下記の手段の利用を奨励されます： 

e メール (informasipp@kemenkeu.go.id)、 

ウェブサイト (www.setpp.kemenkeu.go.id)、又は 

WhatsAppライン (+628119202032) 

 

7. 税務裁判所及び司法審査に関する判決の送達 

 

税務裁判所判決及び司法審査判決の配送サービスは感染拡大防止期間中

は一時的に停止します。 

 

 

COVID-19関連の税務優遇措置 – 実施細則 

 

2020年 3月 21日、財務大臣は、COVID-19により影響を受けている特定産業を

対象とした一連の税務優遇措置を規定した財務大臣規則 No.23/PMK.03/2020

（PMK-23）を公布しました。PMK-23の詳細は、TaxFlash No.08/2020 をご参照く

ださい。 

 

当該の優遇措置を実施するために、国税総局は通達 No.19/PJ/2020（SE-19）を

2020年 3月 31日に公布しました。 

        

         要点は以下のとおりです: 

 

1. 政府が負担する第 21条従業員所得税 

 

この優遇措置は適格納税者が国税総局（DGT）に通知することで適用できま

す。通知の提出は DGTオンラインシステムを通じて実施できます。DGTのオ

ンライン申請確認システムでの処理を経て、納税者に対し当該優遇措置の適

用の可否が通知されます。適用が認められる場合、当該優遇措置は通知の提

出から 2020年 9月まで有効です。 

mailto:informasipp@kemenkeu.go.id)、
http://www.setpp.kemenkeu.go.id/
https://www.pwc.com/id/en/taxflash/assets/japanese/2020/taxflash-2020-08-jpn.pdf
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納税者は政府負担分（Ditanggung Pemerintah/DTP）を含めた第 21条所

得税を依然として申告する義務を負います。DTP部分については、納税者は

税金納付書（Surat Setoran Pajak/SSP）を作成する、又は “PPh Pasal 21 

Ditanggung Pemerintah eks PMK No.23/PMK.03/2020”の押印のある第

21条所得税のうち DTP分の ID Billing を印刷します。納税者が e-SPTアプ

リケーションを使用する場合、NTPNコードを 9999999999999999と入力す

ることで、SSP又は ID Billingを作成することができます。 

 

2. 輸入にかかる第 22条所得税の免除 

 

当該優遇措置は課税免除通知書（Surat Keterangan Bebas/SKB）の形式で

認められます。当該優遇措置の恩典を享受するには、納税者は申請書を

DGTオンラインシステムを通じて提出しなければなりません。納税者が適格で

あると認定された場合、DGTは輸入にかかる第 22条所得税に関する SKB

を発行します。納税者が不適格であると判断された場合は、DGTは却下通知

を発行します。 

 

3. 第 25条所得税の軽減 

 

適格納税者は DGTへの通知を以って、第 25条所得税の 30%の軽減措置を

受けることができます。通知の提出は DGTオンラインシステムを通じて実施し

ます。DGTのオンライン申請確認システムでの処理を経て、納税者に対し当

該優遇措置の適用の可否が通知されます。適用が認められる場合、当該優遇

措置は通知の提出から 2020年 9月まで有効です。 

 

申請者のカテゴリーごとの、第 25条所得税月次納付額の軽減の基礎は以下

の通りです:  

a. 2019年度法人税申告書（CITR）に従った第 25条所得税分割納付 – 納税

者が 2019年度 CITRを提出済の場合、適用可能。 

b. 2019年 12月度の第 25条所得税分割納付 – 納税者が 2019年度 CITR

が未提出の場合に適用可能。 

c. 第 25条所得税分割納付に関する軽減承認の決定 – 納税者が業績低迷を

理由に第 25条所得税分割納付の軽減承認を既に得ている場合に適用可

能。又は 

d. 特定納税者の第 25条所得税分割納付を規定する財務大臣規則による計

算に基づく第 25条所得税分割納付（新規納税者、銀行、国有企業、株式上

場公開会社並びに特定事業者に該当する個人納税者を含めた、定期的に

財務諸表の作成を義務付けられているその他の納税者） – 納税者がこのカ

テゴリーに該当する場合に適用可能。 
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4. 付加価値税（VAT）の暫定還付 

 

PMK-23で規定する VAT暫定還付は以下のいずれかの方法で申請すること

ができます: 

• 月次 VAT申告書の暫定還付欄に必要事項を記入する、又は 

• 財務大臣規則 No.39/PMK.03/2018の添付資料 Fにて規定されるとお

り、別個の申請書を提出し、VAT申告書で申請した還付額の差異につい

て通知する。 

 

DGTは納税者の適格性について正式かつ詳細な調査を行い、規定に従い暫

定還付の金額を査定します。DGTが実施する手続の詳細については、SE-19

をご参照ください。 

 

5. 優遇措置適用報告 

 

第 21条、22条及び 25条所得税優遇措置を適用する納税者はその適用内容

を記載した報告書を提出しなければなりません。納税者は所定の書式を DGT

ウェブサイトからダウンロードでき、それに必要事項を記入し、以下の期限日ま

でに DGTオンラインシステムを通じて提出しなければなりません: 

• 2020年 4月～8月度： 2020年 7月 20日まで 

• 2020年 7月～9月度： 2020年 10月 20日まで 

 

6. その他の事項 

 

事業分類（Klasifikasi Lapangan Usaha/KLU） 

 

PMK-23によると、各優遇措置の KLU要件は、2018年度の CITRに記載さ

れた KLUに基づくと規定されています（これは通常であれば、納税者の税務

ID登録時に発行される税務登記（Surat Keterangan Terdaftar）並びに

DGTシステムのマスターファイルデータと一致します）。 

 

上記のデータが一致しない場合は、SE-19では各種のシナリオに応じて、この問

題を解決する方法の指針を提供しています。 

 

不適格納税者 

 

不適格納税者がこれらの優遇措置の申請を継続する場合、SE-19では DGTが

この状況を是正するための指針を提供しています。 
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